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1 ．はじめに
　横浜は、市街化調整区域が市域の約 1 ／ 4（約 1 万ha）あり、それら
が環状 2号線外側に散在分布しているといった他都市に類をみない特徴を
持つ都市構造を有している（表 1、図 1）1）～ 4）。さらにその 1／ 4（約
2,500ha）が農地であり、このうち約1,000haの農地が農業振興地域の農
用地区域に指定され、農業用に利用すべき土地として用途が定められてい
る。この施策と併せて、市内の農業生産の拠点的なゾーンとする独自の仕
組み（「農業専用地区」）に位置付けられることにより、農業振興に係る公
共投資を行い、農業利用が担保されている。一方で市街化区域内にも農地
は660ha、そのうち生産緑地地区としての農地が約340haと多く残ってお
り住宅地のごく身近に農地が存在するといった特徴もある。
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表 1 　横浜市における区域区分別農地面積
区域面積
（ha）
農地面積
（ha）
市域構成比
（％）
43,580 3,192 100
10,480 2,536 79
4,915 1,774 55
農用地区域 1,045 1,021 32
農業専用地区 1,033 633 20
農振白地 3,870 753 24
5,565 762 24
33,100 656 21
340 338 11
注１）農地面積及び生産緑地地区（固定資産概要調書等で集計）
注２）農振関係平成22年3月31日現在、都市計画区分同22年4月1日現在
市街化区域
うち生産緑地地区
区域区分
市域全域
市街化調整区域
うち農業振興地域
調整白地
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　このように、横浜では島状に分布した市街化調整区域の設定を基礎とし
た都市農業振興策が実施されており、それらのストック、基盤の上に、市
街地に近い直売方式の普及や、農業経営上の工夫などが進められることに
図 1 　横浜市における区域区分別農地等の分布（内海宏氏作成）
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よって、消費に直結した都市農業の取組が活発に行われている。
　しかし、農業者の高齢化や後継者不足により、耕作放棄地の増加が懸念
されている。また少子・高齢、人口減少社会の到来に伴って、農地に限ら
ず空き地などの増加が予想されており、それらをどう有効活用するか、と
いったことも課題の 1つとなりつつある。
　ところで、「横浜の緑に関する市民意識調査（横浜市環境創造局）平成20年」
によれば市民の農業体験へのニーズが28％と広く存在している。実際、郊
外区を中心に存在する栽培収穫体験ファーム、特区農園、市民耕作園、い
きいき健康農園などの市民利用型農園が250件近く存在し（約30ha）、そ
のほか、教育、福祉、就労など様々な分野が地元農家の協力で農体験活動
を取り組んでいたり、寺家・舞岡のふるさと村や恵みの里での収穫体験な
どにかかわる「市民活動」が広がりつつある5）, 6）。また市街地に近い直
売方式の普及は、身近な農産物への関心を高めると共に農に近い暮らしを
実現させ、新たなコミュニティを創発させているとも考えられる。
　本稿では、農業事業者以外の一般市民が農地に限らず農作業（ここでは
農作物の生産から収穫・加工・運搬・販売・自家消費、開墾も含む）を行っ
ている空間を「農的空間」と定義し、様々な側面からその実態を把握する
ことで、耕作放棄地などの郊外の遊休スペースなどを「農的空間」として
活用する新たな展開の可能性について考察したい。
2 ．研究の方法
　ここでは以下の 2つの調査を軸に論考を進める。
（ 1）農的空間の実態把握に関する調査研究
　この調査研究では、農業事業者以外の一般市民が、主に組織的に農地に
限らず農作業（ここでは農作物の生産から収穫・加工・運搬・販売・自家
消費、開墾も含む）を行っている実態を把握しようとしたものである。
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①農業事業者以外の組織を対象にしたアンケート調査
ⅰ）第一次調査（ハガキによる調査）
　横浜市内の団体等による農的空間を活用した取組の全体像の把握と、詳
細な調査（二次アンケート）の対象者を抽出することを目的に、横浜市の
各局の協力の下、往復ハガキによる一次アンケート調査を実施した。調
査対象は平成23年11月現在、主な活動の所在地が横浜市内とする全ての
NPO法人、社会福祉法人、小・中学校、保育施設（認可・自治体認証型・
一般認可外、家庭保育福祉員、NPO型家庭的保育を含む）、幼稚園、環境
活動団体の計3,402団体に対し行った（調査期間：平成23年12月 6 日～19日、
有効回収票1,676票、有効回収率は49.3％）。
ⅱ）第二次調査（アンケート票による調査）
　農的空間を活用した活動の目的や内容、活動場所や規模などの活動実態
と、活動上の課題などを把握するため、詳細な二次アンケート調査を郵送
により行った。
　対象は、ⅰ）第一次アンケート調査の回答者のうち農的空間を活用した
何らかの活動を行っている団体（1,083票）と、現在は行っていないが今
後新たに活動したいという回答のあった団体（175票）、計1,258票のうち、
団体名の記入が無く回答団体の特定できない票を除いた1,138団体とした
（調査期間：平成24年 2 月 6 日～17日（1）。有効回収率58.9％）。
ⅲ）アンケート結果の補完ヒアリング調査
　ⅱ）のアンケート回答から、農地に限らずできるだけ多様な空間（公共
用地、雑種地等）を活用した事例であり農地等の利用形態や法的根拠等の
バリエーションが検証できることを見据えたNPO法人や社会福祉法人な
どに対し、先述のアンケートを補足する目的で実施した（計14団体）。ヒ
アリングでは可能な場合は連携先の農家の方にもヒアリングを実施し、双
方からの状況把握を行った。
ⅳ）農業産業に注視している企業へのヒアリング調査
　横浜に限らず農業産業に注視し活動を展開しつつある（株）YF神奈川、
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IA創造（株）、YT（株）ファーム事業部の 3団体へのヒアリングも行った。
　
（ 2）都市近郊における直売所の立地特性と地域交流の可能性に関する調
査研究
　 2つめの調査研究は、いわゆる食に対する不安が高まり、安心・安全な
農産物の確保が課題となっていることから、消費者と生産者の顔の見える
関係の構築に向けた取り組みとして直売所に注目が集まっている中7）,8）、
横浜市近郊の小規模直売所も「農的空間」の一つとして注目し、生産者と
消費者の農産物の売買にとどまらない、直売所の人的交流の可能性につい
ても明らかにしようとしたものである。土地利用に関する規制により、農
地に駐車場や上屋を設置することが制限されるなど、運営者が直売所を設
置する上では立地的な課題が存在することも想定されることから、人的交
流を生み出しやすい立地特性および環境要因についても併せて探求するこ
とで、農を軸にしたコミュニティの創発の可能性について検討する。
　ここでは、農地面積および市街化調整区域面積に対する直売所数が横浜
市の中で最も多く、農が貴重な資源である横浜市泉区を対象エリアとして、
立地・運営者・消費者の 3つの視点から、①直売所の物理環境を把握する
ための現地調査、②運営者および消費者の意識を把握するためのアンケー
ト調査、③直売所と地域との関係性を明らかにするための運営者対象のヒ
アリング調査を行った（調査期間：平成25年 6 月～11月）。
3 ．農業事業者以外の組織による横浜市における農的空間の実態
（ 1）田畑などを利用した農的活動と活動場所の詳細
　まず初めに、主な活動の所在地が横浜市内とする全てのNPO法人、社
会福祉法人、小・中学校、保育所、幼稚園、家庭的保育福祉員、環境活動
団体など計3,402団体を対象とした第一次調査結果を基に、横浜市におけ
る農的空間の実態を、横浜市の地域特性から全18区を都心地域（西区・中
区）、中間地域（鶴見区・神奈川区・保土ケ谷区・南区・磯子区・港南区）、
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北部郊外地域（港北区・緑区・都筑区・青葉区）、南西部郊外地域（旭区・
瀬谷区・泉区・戸塚区・栄区・金沢区）とし、横浜市外・その他（不明）
を加えた 6分類で概観した（2）。
　「田畑などを利用した活動を行っているか」という問いに対し、全体と
して何らかの活動をしている団体が1,083件（64.4％）あり、内訳として「収
穫体験のみ」（51.8％）だけでなく、「植え付けから収穫」（45.3％）「収穫
物を加工、調理」（36.0％）の 3つが上位に挙げられていた（表 2上）。所
在地域別でみると、やはり都心地域では他地域に比べ「何もしていない」
が66.7％と多く、地域差が顕著で且つその活動は単なる収穫体験が中心で
あるとしても、概して活動は市域全体で行われている実態が明らかになった。
　何らかの活動をしている団体1,083件に対しその活動場所を聞いたところ、
いわゆる純粋な農地での実施は少数で、最も多いのは「敷地の一部」（52.5％）
で圧倒的に多く、次いで「その他（プランターなど）」（25.9％）であった
（表 2下）。所在地域別ではいずれも「敷地の一部」が45.3～61.4％が主で
あったが、都心地域では「その他」が37.7％、北部郊外地域や南西部郊外
地域では「賃借している土地」が21.6％、18.5％と比較的多かった。
　今後の活動については「続けていきたい」（58.7％）が最も多く、「活
動を始める予定はない」（24.3％）を大きく上回っていた。所在地域別で
は、中間地域や北部郊外地域、南西部郊外地域では「続けていきたい」が
最も多かった。一方都市地域では「活動を始める予定はない」（44.7％）
が最も多いものの、「終了・休止の予定」は 0 ％で「新たに始めたい」も
13.8％と他に比べて多く、継続や開始には積極的であることが窺えた。
（ 2）活動主体別にみた農的空間
　第一次調査では活動の内容や場所の規模等に多少があるものの、横浜市
全域的にわたって農的空間が散らばっていることが把握された。一方、「田
畑などを利用した活動を行っている」と回答した団体を活動主体別にみる
と、小学校94.5％、認可保育所93.6％、社会福祉法人55.6％、NPO法人
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表 2 　田畑などを利用した活動の有無と活動の場所（第一次調査より）
小計
収穫
体験
のみ
植え
付け
から
収穫
収穫
物を
加工、
調理
収穫
物を
運搬、
販売
開墾 農家を
手伝う
その他
1676 1083 869 759 604 44 65 38 114 583 10
100.0% 64.6% 51.8% 45.3% 36.0% 2.6% 3.9% 2.3% 6.8% 34.8% 0.6%
159 53 35 37 31 3 2 1 13 106 0
100.0% 33.3% 22.0% 23.3% 19.5% 1.9% 1.3% 0.6% 8.2% 66.7% 0.0%
505 308 225 222 161 13 19 10 32 195 2
100.0% 61.0% 44.6% 44.0% 31.9% 2.6% 3.8% 2.0% 6.3% 38.6% 0.4%
461 347 290 240 193 12 27 16 31 112 2
100.0% 75.3% 62.9% 52.1% 41.9% 2.6% 5.9% 3.5% 6.7% 24.3% 0.4%
514 351 304 249 209 14 16 10 30 157 6
100.0% 68.3% 59.1% 48.4% 40.7% 2.7% 3.1% 1.9% 5.8% 30.5% 1.2%
37 24 15 11 10 2 1 1 8 13 0
100.0% 64.9% 43.8% 31.3% 28.1% 3.1% 3.1% 0.0% 21.9% 28.1% 0.0%
指導を
受けて
利用し
ている
土地
賃借し
ている
土地
敷地の
一部
田畑と
して所
有して
いる土
地
その他 無回答
1676 1083 176 197 568 147 278 19
100.0% 100.0% 16.3% 18.2% 52.4% 13.6% 25.7% 1.8%
159 53 7 5 24 6 20 2
100.0% 100.0% 13.2% 9.4% 45.3% 11.3% 37.7% 3.8%
505 308 50 47 189 34 68 4
100.0% 100.0% 16.2% 15.3% 61.4% 11.0% 22.1% 1.3%
461 347 56 75 157 53 93 10
100.0% 100.0% 16.1% 21.6% 45.2% 15.3% 26.8% 2.9%
514 351 63 65 186 53 85 2
100.0% 100.0% 17.9% 18.5% 53.0% 15.1% 24.2% 0.6%
37 24 0 5 12 1 12 1
100.0% 100.0% 0.0% 20.8% 50.0% 4.2% 50.0% 4.2%
活動場所（複数回答）
全体
「何らかの活動をしている」全体
全体
横浜市外・その他
（不明）
都心地域
（西区・中区）
中間地域
（鶴見区・神奈川区・
保土ケ谷区・南区・
磯子区・港南区）
北部郊外地域
（港北区・緑区・
都筑区・青葉区）
南西部郊外地域
（旭区・瀬谷区・
泉区・戸塚区・
栄区・金沢区）
北部郊外地域
（港北区・緑区・
都筑区・青葉区）
南西部郊外地域
（旭区・瀬谷区・
泉区・戸塚区・
栄区・金沢区）
横浜市外・その他
（不明）
中間地域
（鶴見区・神奈川区・
保土ケ谷区・南区・
磯子区・港南区）
全体
都心地域
（西区・中区）
田畑等を利用した活動の有無（複数回答）
全体
何らかの活動をしている
何も
して
いない
無回答
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26.3％と差違があり、その活動の目的や内容、活動場所や規模などの活動
実態と活動上の課題などは、活動主体による違いもあることが想定される。
　そこで第一次アンケート調査で「農的空間を活用した何らかの活動を行っ
ている団体」および「今後新たに活動したい」と答えた計1,138団体を対象に、
具体的な活動場所を最大 3カ所まで回答してもらう形で各々での活動状況、
その土地の所有形態、土地の面積、移動時間、活動内容と目的を、また総
括して課題をたずねる詳細な第二次調査を実施し、670件の回答を得た。
主な回答組織の内訳としては保育施設176件（26.3％）、次いで小・中学校
162件（24.2％）、幼稚園137件（20.4％）NPO法人122件（18.2％）である。
以下に活動主体別による特徴と課題について整理する。
①保育施設・幼稚園
　保育施設、幼稚園等は「プランター」等の極小規模のものや「敷地の一
部」が主ではあるが、「継続して借りている土地」で活動しているところ
も 1割程度あり、それらを含め既に 9割以上がなんらかの農的空間を有し
ていた。その主目的は「食育」や「農作業体験」で、ほとんどがその継続
を望んでいた。
　保育施設に関しては、特に近年新設の園では、規制緩和から園庭を有し
ないものも多く、地域の公園等をフル活用している実態が指摘されている
が9）,10）、今回の調査からは、保育施設が「農的空間」も保育のための空
間として位置づけ、幼少期の子どもの成長の礎をつくる彼らの活動におい
て、農的空間がほぼ必修アイテムに近い価値をもつ空間であることが裏付
けられたといえる。
②小・中学校
　保育施設・幼稚園と同様、特に小学校では食育や農作業体験を主目的と
した「教育空間」として、農的空間が位置づけられているところが 9割弱
と多かった。また特別支援学級でのニーズは非常に多面的で、後述する社
会福祉法人の傾向に準じていた。
　土地については、敷地の一部が69％であるが、クラス単位で継続して活
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動することを鑑み、継続して土地を借りている学校も17％あった。食育や
農作業体験を主とした学校教育現場でのニーズに合致した形で、地元の子
ども達や保護者に食や農について伝えたいといったボランティアの精神の
下で地元農家が農地を提供した活動は既にいくつか展開されていて、平成
19年度にはそれに呼応した制度として「環境学習農園」という制度も創設
されている（平成24年12月末時点で開設数は15か所、写真 1）。
写真 1 　近隣農地を活用した小学校の朝練（学び隊）の農的空間事例
（筆者撮影）
　環境学習農園は、市内に残る農地や農業を次の世代に引き継ぐために、
児童・生徒等を対象に教育学習の場、さらに、環境学習や食育の活動を推
進することを目的とする場として創設され、学校に対する協力農家に公的
扶助をする取り組みとして始められた。平成24年に筆者らが実施したこの
制度に関連する学校と農家へのアンケートおよびヒアリング調査からは、
教員と農家の 1対 1の関係より、その他の学校関係者（栄養士や技術員等）
や地域組織（PTAや学校運営協議会、町内会や地域ボランティア等）の様々
な関係者を巻き込んだ形で展開している方が事業の継続性が高まっている
傾向があり、学校が組織的に敷地外での農的空間の活用を展開する場合に
は、学校や農家以外の「第三者」によるサポート体制が課題という指摘も
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ある11）。
③社会福祉法人及び福祉関係の団体
　社会福祉法人については既に75％が活動をしていて、これから活動を
してみたいとしたところも 2割程度あった（3）。さらに他の主体に比べ、
1,000㎡以上の広い土地や遠い場所に土地を「継続して借りて」確保して
いるといった特徴があった。
　分野別に概観すると特に教育、福祉からのニーズが高いといえる。
　ニート・引きこもりの若者自立支援を行う団体や知的・精神障碍者の集
う施設への補完ヒアリングからは、ケアを要する人々にとっては、農的空
間は心身の健康が維持され日常生活が安定するなど、極めて意義の深い空
間であることがわかり、さらに、植えつけ、収穫、運搬、販売の「事業」
としての確立とそれに伴う「雇用の創出」といった新たなビジネスモデル
が期待されている様が浮き彫りになった（写真 2）。
写真 2 　住宅地の中の農地での若者就労支援としての農的空間事例
（筆者撮影）
④NPO法人
　NPO法人についても54％が既になんらかの農的空間を有していること
が示された。また新たに活動を始めたい意向をもつ団体が44％存在してい
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ること、その目的が食育や農作業体験だけにとどまらず、開墾作業や販売
にもおよび、人や地域とのつながりを求めるコミュニティへの参加、援農、
就労訓練といった人材育成など多岐にわたっており、多様な可能性を持つ
農的空間への期待を示唆するものと裏付けられたといえる。
（ 3）農的空間として継続して借りている土地に着目した特徴と課題
　アンケート調査では、「プランター」や「敷地の一部」も含めて具体的
な活動場所を最大 3 カ所まで回答してもらう形で実施した。回答団体数
545件に対し745箇所の活動場所、すなわち 1団体あたり平均1.3カ所とい
う算定があり、このことからも、既に活動している団体はすでに複数の場
所を確保していることが明らかとなった。
　さらに「継続して借りている」土地は田畑などと言っても必ずしも農地
ばかりではなく、“遊休市有地”や“民間の空き地”などもあり、それらも
含めて利用形態は105カ所にのぼった（写真 3）。
写真 3 　遊休市有地を活用した連合自治会が取組む農的空間事例
（筆者撮影）
　その内55カ所は継続して借りている土地のみを使用、50カ所は敷地の一
部やプランターなども併用して行っている実態が明らかになったとともに、
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地元の人や土地所有者などから情報を入手した上で、少し離れた場所に比
較的大きな規模で確保した土地において多様な活動を展開している様子が
伺えた。
　また「継続して借りている土地のみ」を使用しているところで、特に農
地の場合は、自由記述や補完ヒアリング調査によると、全体に比べて指導
者の確保や活動資金、道具置き場やトイレなどの設備への課題を強く認識
しており、活動資金補充、相談窓口の開設・充実、農家や土地所有者をつ
なぐコーディネート機能への要望が強かった。このことは、団体が敷地外
になんらかの土地を確保したその後にある課題や要望と捉えることができ
るであろう。加えて、農地を団体の活動のために貸与している農家や借り
ている団体への補完ヒアリング調査では、ほぼ一様に農地の情報を入手し
貸借手続きをして活動を推進する上での法的な位置づけの複雑さと処置の
難しさへの声が高かった。この場合、土地の状況に合わせ、法的な根拠と
なる農地法（市街化区域内農地の賃貸借契約等）、特定農地貸付法（特区
農園）、農業経営基盤強化促進法（調整区域内の農振・農用地区域内農地
の賃貸借等）の解釈や適用について、区役所や農政事務所、JA等の専門
機関が、現場において、地域の農業との調和をはじめ、きめ細やかにケー
スバイケースで対応している実態も垣間見られた。横浜市では「市民農園
コーディネーター」制度（4）があるが、市民農園（特区農園）に限らないコー
ディネーター機能が求められているといえよう。
　ところで、横浜に限らず農業・産業に注視し活動を展開しつつある企業
へのヒアリング調査からは、利潤を求めるとした場合は企業の参入につい
てはある程度まとまって集積した土地が必要であることが確認された。す
なわち、地方都市の耕作放棄地に関する緊急性の高さやそれに対する様々
な施策は横浜という大都市のそれをはるかに勝っていること、また企業が
営利的側面を保ちながら農へ参入する際には集積した土地の確保が条件と
なり、その点において、横浜市では島状に分布した市街化調整区域設定等
からもまとまった土地を確保することが難しいため農業産業を目的とした
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企業による農地活用の限界が指摘されたといえよう。
　
4 ．横浜市泉区における直売所の立地特性と地域交流の可能性
（ 1）現地調査による立地分析と物的環境の把握
　さて、横浜市泉区は、農地面積、市街化調整区域面積に対する直売所数
が横浜市の中で最も多く、農が貴重な資源である。その泉区を対象にして、
横浜市やJAが発行、又はインターネット上で公開している資料12）に掲載
されている直売所81箇所、および現地調査の際に筆者が新たに確認した直
売所15箇所、計96箇所の立地状況を、空間処理情報システム（GIS）を用
いて把握した。
　直売所が設置されている具体的な場所について、市街化調整区域では農
地の一角にある直売所が多い一方、市街化区域内では自宅の敷地内を利用
して直売所を設置している割合が高く、土地利用用途地域ごとに特徴があ
るということがわかった（図 2）。
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12%38%
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2% 4%
5% 5%
市街化調整区域
47%
12%
15%
7%
7%
5%0%7%
市街化区域
自宅の敷地内
空き地を利用
農地の一角
自宅以外の駐
車場の一角
JAの土地
駅の敷地
国道などの幹
線道路沿い
その他
図 2 　直売所の設置場所
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　また直売所の形態では木製オープン棚、プレハブ小屋（倉庫）、テント、
自販機、トラックの荷台、ファーマーズマーケットのような中型施設、ハ
ウス、商店、自宅の離れ等多様だが、その中でもプレハブ（倉庫）、木製
棚を利用した直売所が多かった。さらに生産者と消費者との交流をしやす
いと推測される有人販売の直売所は比較的市街化調整区域に多かった。
（ 2）運営者の視点からみた直売所
　（ 1）でリストアップされた全直売所96件の内アンケートの承諾が得ら
れた79件の運営者に対し、運営意識を明らかにするためにアンケートを実
施した（有効回答数44件、回収率55.6％）。直売所をはじめたきっかけは「消
費者と顔の見える関係でやりとりできる」が最も多く、用途地域別にみる
と市街化区域の直売所では地産池消や安全な作物の生産・提供に力をいれ
安全・安心への意識の高さが、市街化調整区域では利用者との交流に意欲
的で消費者との顔の見える関係を構築することに重点をおいているといっ
た違いがみられた（図 3）。
0% 20% 40% 60% 80%
全ての直売所
市街化調整区域
市街化区域
①人手が足りなくなった
②市場だしの手間
③生産量が減った
④自分で価格設定ができる
⑤漬物などの付加価値をつけら
れる
⑥地産地消を推進したい
⑦消費者と顔が見える関係でや
り取りできる
⑧その他
図 3 　直売所をはじめたきっかけ（複数回答）
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（ 3）運営意識に基づいた直売所の類型化と地域との関係
　直売所を始めたきっかけにおいて「消費者と顔の見える関係づくり」、
運営目的において「人とのつながりや会話」を選択した直売所を「人的交
流を意識して運営を行っている直売所」（以下、『人的交流タイプ』の直売
所）として再整理したところ44件中12件が該当した。その立地状況を概観
すると12件中 8件が市街化区域と市街化調整区域の境界から徒歩 5分以内
に位置しており、農地からも住宅地からも近いという立地特性を持ってい
ることがわかる（図 4）。
図 4 　人的交流タイプ別にみた直売所の分布状況
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　その他にも農産物に関する会話がよくある、日除けや雨除けを設置して
いる、棚やテントなどのオープンな環境よりもプレハブ小屋や倉庫を利用
している割合が高いなど、比較的消費者が直売所に滞在しやすい環境が整っ
ていることがわかった。
　またこの人的交流タイプに分類された12件のうち承諾が得られた 5件と、
運営に関わる人や組織の質問において特徴がみられた 6件のうち承諾が得
られた 5件の計10件を対象とした運営者ヒアリング調査では、直売所の運
営には家族や親類以外にも、農業ボランティアや地元の農家といった地域
住民、行政やJAといった組織が継続的に運営に関わっているということ
が明らかとなった。また、直売所の活動以外の場面でも、近隣の学校や福
祉施設、地元住民と連携して収穫体験を企画・実施するなど積極的に地域
交流を行っている直売所がほとんどであった。
（ 4）消費者の視点からみた直売所の意義
　ヒアリング協力運営者10件のうち消費者アンケートの協力への承諾があっ
た直売所 5件を配布の対象として、消費者54人へのアンケートも実施した
（有効回答数31件、回収率57.4％）。消費者の直売所を利用する際の交通手
段は徒歩が最も多く（24人、77%）、自宅から直売所までの移動時間は平均6.5
分と、直売所と消費者の居住地が近距離であった。直売所利用のきっかけ
には「新鮮」、「安さ」などがあるが、直売所を利用する中で生まれた新た
な意識や利用メリットとして「生産者の顔が見える」という安心・安全に
つながる意識や「地産池消」という意識も垣間見られた。また利用を経て
現在消費者が考えるニーズにはこれまでの「新鮮」や「旬」など加えて、
直売所の「継続」や「品揃え」などが挙げられていた。
　
（ 5）立地や特性から見られる直売所の新たな価値
　所有している土地を活用して直売所を設置している運営者が多いため、
その土地や直売所自体が古くから地域や消費者の間に根付いていたが、農
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地からも住宅地からも近い市街化調整区域と市街化区域の境の直売所は比
較的人的交流が多くなされていた。現地調査からは消費者と生産者、また
消費者同士の交流が活発に行われる環境づくりのために、直売所内に交流
できるスペースを施す工夫をしている事例も見られ、市街化調整区域が島
状に点在する横浜の特徴が生かされた人的交流を生み出しやすい直売所の
環境と共に、単なる農作物の物流拠点としての場ではない直売所の可能性
が垣間見られた。
5 ．まとめ－横浜市の農的空間展開の可能性
　農的空間の実態把握に関する調査からは、一般市民が組織的に農作業を
行っている農的空間は、敷地内外問わず遊休地等も含めいわゆる「農地」
に限定されずに多様であり、その大きさは50㎡以下が 4割近く、100～500
㎡が 2割近くあり、移動時間は15分以下が 4分の 3と「近所」に集中して
いることが明らかとなった。その目的や効果としては、活動主体により異
なるものの、総じて、単なる農作業体験や交流、食育の視点だけでなく、
近隣地域のコミュニティ活性の視点、子どもやケアを要する人々にとって
の心身の健康維持の視点、ニートや就労支援などの社会課題に対応する視
点、新しいビジネスモデルとしての視点に整理できる。
　また他都市に比べ市街地に近いところに農的空間が存在する横浜市郊外
の特徴を反映した形として、日常生活圏域のごく近いところに在る産直所
などでは、設えなどの工夫もあり、単なる農産物の売買だけでない小さな
人的交流が発生していることも明らかになった。
　現在の横浜市の農地面積は、市内の民有地で現況が農地である土地（固
定資産課税対象面積）と一定規模の農業経営を行っている農家が耕作して
いる農地（経営耕作面積）との間に1,100haの差があり、現況の農地面積
が経営に用いられる面積を大きく上回っている。これには様々な状況が考
えられるが、積極的な生産に活用されず土地利用規制や土地需要の減速か
ら農地以外にも転用されず、不安定で潜在力が低い状態の土地である（江
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成はこれを「空洞化した農地」と呼称している13））。これらは所有者の管
理が行き届かなくなることから、都市の土地政策上の課題だと指摘する声
もある。横浜市における遊休農地の活用として既に事業化している「農園
付公園整備事業」「市民農園用地取得事業」などはその一環として捉えら
れるが、今回の調査結果で、組織的に農的作業を行っている活動団体のニー
ズの高さからも、これらの団体がこの空洞化した農地に対する耕作・管理
の新たな担い手となる可能性は極めて高いことが示唆される。しかしその
際には、農地の情報を入手し貸借手続きをして活動を推進する上での法的
な位置づけの複雑さと処置に対応できる仲介役の存在が大きいことも明ら
かとなった。
　また今後人口減少社会を迎え縮退する都市の在り方を考える上では、遊
休農地だけに限らず、公園や遊休市有地といった公共用地、さらには一般
の空き地等を身近な農的空間として再生させる、といった考え方も可能に
なってきており、写真 3で示したように自治会町内会が高齢者の相互見守
りを兼ねて遊休市有地を農的空間として活用する例などは、人々の日常の
暮らしの中で、農に近い暮らしが地域コミュニティをも豊かにしていく可
能性を示唆したものである。このことは郊外住宅地再生策において、農の
位置づけを展開する独自の方策を検討する必要性を指摘したことになろう。
　例えば泉区には農地を活かして宅地化の可能性を示す事例として、農地
保全と建築ストックへ向けたコーポラティブファーム（菜園付きコーポラ
ティブハウス）の事例が存在し、都市近郊の農地を積極的に評価し位置づ
ける手法としても注目されている14）。また大阪市・北加賀屋では、産業の
転換で空き地・空き家が増加した地域の課題に対し、地域の魅力を発信し
て、若い新しい住民を呼び込んでいくこと、まちに昔から住んでいる高齢
者にとっても潤いのある豊かな暮らしができ、生きがいのあるまちづくり
を行うこと、地域の人同士がつながる場や機会を作り、コミュニティをつくっ
ていくことを目的とした「北加賀屋クリエイティブビレッジ構想」を掲げ、
空き地を活用したクリエイティブファーム事業（「みんなのうえん」）を地
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元不動産会社やNPO法人等により展開している例もある15）。このように、
農地にこだわらず、また農作業をするだけではない農的空間の存在価値に
着目し、横浜市においても遊休市有地、さらには一般空き地が農的空間と
して活用される仕組みにつながっていくことを期待したい。
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補注
（ 1）ただし、締切時に礼状兼督促状をハガキで発送し、その後 2月末日ま
でに返信のあった票を集計対象とした。
（ 2）所在地域分類では団体の本拠住所を根拠とした。
（ 3）社会福祉法人には保育施設を運営している団体もあり、それらも含め
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た分析結果である。
（ 4）「市民農園コーディネーター」とは、市が主催する研修を受講し、市
民農園（特区農園）の開設・運営に必要な知識・技術を身につけ認定さ
れた法人に与えられる登録制度。市民の農業体験の場を確保するとと
もに、農業に対する理解を深め良好な農地の保全を図ることと、市民
農園を周辺環境と地域農業に調和した質の高いものにすることを目的
に、市民農園（特区農園）の開設または運営支援に協力する法人として、
市の進める市民農園整備の基本的考え方に賛同し、市と協働して地域
農業に調和した市民農園（特区農園）の開設、管理運営を行う。
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